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サケ・マス類の漁業と資源調査（総説） 

  

ベニザケ Oncorhynchus nerka サケ Oncorhynchus keta 

  

カラフトマス Oncorhynchus gorbuscha ギンザケ Oncorhynchus kisutch 

 
 

マスノスケ Oncorhynchus tshawytscha サクラマス Oncorhynchus masou 

  

ニジマス Oncorhynchus mykiss スチールヘッドトラウト Oncorhynchus mykiss 

（ニジマス降海型） 

 
タイセイヨウサケ Salmo salar 

漁獲または養殖対象となる主なサケ・マス類。 

サケ Oncorhynchus 属は北太平洋周辺が自然分布域、タイセイヨウサケ Salmo 属は北大西洋周辺が自然分布域 

 

世界のさけ・ます漁業 

サケ Oncorhynchus 属及びタイセイヨウサケ Salmo 属のう

ち、海面漁業の対象種をサケ・マス類と称することがある（冒

頭写真に主な種を示す）。サケ・マス類を代表とする溯河性魚

類に関しては、1993 年発効の「北太平洋における溯河性魚類

の系群の保存のための条約（NPAFC 条約）」により、原則とし

て北緯 33 度以北の北太平洋公海での漁獲が禁止されている。

北大西洋では「北大西洋におけるさけの保存のための条約

（NASCO 条約）」により、原則として領海基線から 12 海里以

遠の水域ではタイセイヨウサケの漁獲が禁止されている。また、

国連海洋法条約では、溯河性魚類資源の母川が所在する国は、

当該資源について第一義的利益及び責任を有すると規定され

ている。 

世界のサケ・マス類の漁業生産量は 1970 年代半ばから増加

し、2000 年代半ば以降は歴史的に見ても高い水準を維持して

いる（FAO 2024a）（図 1）。1990 年代以降は、海面養殖（特

にタイセイヨウサケ）の生産量増加が著しい（FAO 2024b）（図

2）。国別生産量（漁業生産＋養殖生産）は、1990 年代以前は

北太平洋沿岸の漁業生産国である日本、米国、ソ連（ロシア）、

カナダが主体であったが、それ以降はノルウェー、チリに代表

されるように急激に養殖生産を増やした国が上位を占めるよ
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った）。 

養殖業は、海面では主にギンザケを対象にしており、2005～

2010 年の生産量は 1 万トンを超えた。2011 年の東日本大震災

により主要産地である三陸沿岸の養殖施設が壊滅し、その生産

量は一時的に大きく減少したが、迅速な復旧により生産量が回

復し、2023 年は約 2.2 万トン生産された（農林水産省大臣官

房統計部 2024）。一方、内水面養殖におけるマス類の生産量

は、2023 年は 6,802 トンと前年より 273 トン増加した。この

うちニジマスの生産量は 1982 年の約 1.8 万トンから年々減少

して 2013 年に 5,000 トンを割り込んで以降、近年は 4,000 ト

ン台で推移しており、2023 年は 4,736 トンであった（農林水

産省大臣官房統計部 2024）。 

日本漁業に関連する 

ロシアのサケ・マス類資源 

ロシア系のサケ・マス類は、主にロシア沿岸で定置網、ひき

網、刺網等で漁獲されるが、その一部は前述のようにロシア

200 海里水域内や日本 200 海里水域内での流し網漁業の対象

でもあった。 

ロシアでのサケ沿岸漁獲量は 1960 年代から 1970 年代前半

にかけて低迷したが、その後増加に転じた。特に、2006 年以

降の増加は著しく、2015 年には 1952 年以降の最高となる約

14.2 万トンを記録した。その後は減少傾向にあり、2023 年も

約 7.7 万トンと過去 10 年で 3 番目に低い水準であった。漁獲

量のうち、各地域が占める割合は年変化が大きいが、2006 年

以降の急増はアムール系、サハリン・千島系の増加に依るとこ

ろが大きい。また、東西カムチャツカ系も前述の 2 地域ほどで

はないが増加傾向にある。なお、アムール系サケには夏遡上群

と秋遡上群が存在する。 

ベニザケの沿岸漁獲量は、1970 年代は 5,000 トン未満であ

ったが、その後増加し、2013 年には約 5.1 万トンと 1952 年以

降の最高値を記録した。しかし、以降は再び減少傾向にある。

地域別に見ると、アジア側最大規模の産卵場があるオゼルナヤ

川水系（クリル湖）やボルシャヤ川水系を含む西カムチャツカ

系と東カムチャツカ系の 2 地域がほとんどを占める。 

カラフトマスは 2 年で成熟するため、奇数年と偶数年で異

なる繁殖集団を形成し、その資源量も豊漁年と不漁年が隔年で

生じることが多い（詳細は国際漁業資源の現況 No.60 を参照）。

ロシア沿岸のカラフトマスは、1960 年以降、隔年変動はある

ものの、一貫して増加傾向を示し、2018 年には偶数年・奇数

年を通じて過去最高の 51.1 万トンを記録した。また、漁獲さ

れる地域は、割合の年変異は大きいもののサハリン・千島系と

東西カムチャツカ系がほとんどを占める。 

なお、ロシアのサケ・マス類漁獲データの詳細については、

NPAFC（2024a）で確認できる。 

4. サケ・マス類の流通 

日本ではかつて塩蔵物を主流としてサケ・マス類が流通・消

費されていたが、嗜好の変化、冷蔵・冷凍技術の発達、外食産

業の発展により、利用形態は塩蔵物から生鮮・冷凍物主体へ変

化した。国際的な資源管理が進み、日本の北洋漁業が衰退した

時期に、ふ化放流技術が確立して日本沿岸でのサケ漁獲量が増

加した。また、同じ時期に北洋漁業漁獲物の代替としてアラス

カの天然サケ・マス類（特にベニザケ等）が輸入されたため、

国産サケ・マス類の価格は低下した。1990 年代になると海面

養殖技術が確立され、チリやノルウェーから養殖サケ・マス類

（ギンザケ、タイセイヨウサケ、ニジマス（トラウトサーモン）

等）が輸入された。また、1980 年代半ばより、日本における

漁獲の主体である秋サケは塩蔵した通年食材から漁期中の旬

の生鮮販売を中心とした季節食材に変化した。一方、スーパー

マーケット等の量販店を中心に、輸入された養殖サケ・マス類

が周年多量に流通するようになった。特に日本国内で流通する

養殖サケ・マス類としては、ギンザケ及びニジマス（トラウト

サーモン）を中心とするチリ産の冷凍物が最も大きなシェアを

占めており、2023 年は 13.1 万トンが輸入された（北海道定置

漁業協会 2024）。その輸入平均単価は、2017 年に 999 円/kg

表１. 各年における魚種別、国別の商業漁獲量（トン）を示す（データ出典：NPAFC 2024a） 
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まで上昇し、2019 年まで 942～976 円/kg と高値を維持して

いた。その後、新型コロナウイルス感染拡大に伴う消費や流通

の激減により、一時的に下落したものの、2021 年以降は高騰

が続き、2023 年は過去最高の 1,301 円/kg となった（北海道

定置漁業協会 2024）。また、ノルウェーからは主に生鮮タイ

セイヨウサケが輸入されている（2023 年：2.2 万トン）（北海

道定置漁業協会 2024）。一方、1990 年代前半に 10 万トン前

後と多かった米国やロシアからの天然ベニザケの輸入量は

年々減少し、2019 年以降は 2 万トン台を推移している（北海

道定置漁業協会 2024）。 

日本でのサケ・マス需要は既に飽和したと見られるが、2016

年から続く秋サケ不漁時の価格推移からも明らかなように、サ

ケの価格はいまだに沿岸漁獲量の増減によって変動する。その

一方で、取引のグローバル化により、国際価格の影響も強く受

ける（佐野 2003）。例えば、食品に対する安全・安心や天然

物への関心の高まりを受けて、天然サケ・マスの需要が欧米で

増加してきた。また、日本のサケを原料として中国で加工した

製品を欧米に輸出するビジネスが始まったことにより、1990

年代以降国産サケの輸出が増加した。日本のサケが輸出された

のは、輸出可能な低価格になっていたことと国内向けの供給量

を減少させて価格低下に歯止めを掛けようとした動きが背景

にあった。2003 年から 2010 年までは、北海道の秋サケ漁獲

量が落ち込んだ 2008 年を除き、毎年 6 万トン前後（冷凍ドレ

スが中心）が輸出された。これらの多くは中国やベトナム、タ

イ等で加工された後に欧米や中東等、そして一部は日本に輸出

されている。しかし、近年は漁獲量減少を反映し、冷凍秋サケ

の輸出は 2 万トンに満たない（北海道定置漁業協会 2024）。

一方で、輸出単価は浜値の高騰を反映して上昇傾向で、直近の

2022 年には 544 円/kg であった。かつてはそのほとんどが中

国に輸出されていた冷凍秋サケだが、中国の人件費高騰等の理

由から、近年では中国への輸出が減少する一方でベトナムやタ

イへの輸出が増加している（北海道定置漁業協会 2024）。 

 

サケ・マス類の資源管理と資源調査 

NPAFC には北太平洋の母川国である日本、ロシア、カナダ、

米国及び韓国が加盟し、サケ・マス類の調査研究を行っている。

NPAFC の資源評価作業部会によると、太平洋サケ・マス類の

天然（野生）及びふ化場産資源は、1990 年代以降全体的に高

水準であり、特にサケとカラフトマスは良好である（Irvine et 

al. 2012）。とはいえ、これまで北太平洋全体で高水準を維持

してきたサケ・マス類の資源状態が変動期に入った可能性もあ

り、その動向は注視すべきである。近年、河川及び海洋の環境

変化がサケ・マス類資源に与える影響として、カラフトマス奇

数年級と偶数年級間の資源量のばらつきの拡大、サケの小型化

や若齢化、マスノスケの全生息域における資源量減少、さらに

はサケ・マス類の分布南限域での減少及び分布域の北方へのシ

フト等が NPAFC 加盟各国から報告されている（NPAFC 2023）。

このように資源が変調するなか、サケ・マス類の保存管理と持

続的利用を支える研究や技術開発を推進する国際プロジェク

ト「国際サーモン年（International Year of the Salmon：IYS）」

が制定された（鈴木ほか 2019）。本プロジェクトでは例えば、

アラスカ湾における冬期サケ・マス国際共同調査が 2019 年 2

～3 月、2020 年 3～4 月、2022 年 2～4 月に実施された（浦和 

2020、Somov et al. 2021、Beamish et al. 2023）。また、プロ

ジェクトで得られた科学的知見を報告する学術シンポジウム

も開催された。 

日本による北太平洋におけるサケ・マス類の資源調査は、沖

合漁業の発展とともに実施され、1953 年以降は INPFC 条約の

下で行われた。この間の調査は、資源の適正利用のために公海

漁業漁獲物の系群組成や資源動態の把握に重点が置かれた。公

海におけるサケ・マス漁業が禁止された現在では、日本を含む

加盟国は NPAFC 条約の下、北太平洋公海域及び各国 200 海里

水域内において各種系群別の資源動態把握を目的とした調査

を継続している。夏季のベーリング海は日本系サケを含む多く

のサケ・マス類の主要な索餌海域であり（Davis 2003、Urawa 

et al. 2009）、同海域において我が国は 2007 年以降表層トロ

ール網採集を軸としたサケ・マス類の分布や生物学的特性を把

握するためのモニタリング調査を実施している（Honda et al. 

2023）。経年的には、2014～2015 年における海洋年齢 1 歳の

未成魚の CPUE が 2007～2013 年に比べて約半減したものの、

2016～2022 年は 2018 年及び 2021 年を除き平年並みかそれ

以上の値で推移している（「No.61 サケ（シロザケ）日本系」

も参照のこと）。 

北太平洋沿岸では、サケ・マス類の人工ふ化放流がさかんで、

日本、韓国及び米国アラスカ南東部では特に放流由来の魚が目

立つ。北太平洋沿岸各国から放流されるサケ・マス類の幼稚魚

は 2014 年以降では約 50.3 億～約 55.4 億尾で推移しており、

2023 年では約 54.3 億尾であった（NPAFC 2024b）。日本では、

2023 年に合計約 13.7 億尾の稚魚（サケ約 13.4 億尾、カラフ

トマス約 0.26 億尾、サクラマス約 7,000 千尾、ベニザケ約 20

千尾）が放流された（NPAFC 2024b）。なお、ベニザケの放流

は、2024 年以降は行われないことが決まっている（外山 2024）。 

これまで日本のサケ・マス資源は、放流数一定方策の下、地

方自治体等が定めた数の幼稚魚（種苗）を放流することで維持・

増殖が図られ（ただし、個体群間移殖（特に海区を跨ぐ移殖）

を伴う放流は、主に遺伝的撹乱に対する懸念を理由として推奨

されていない（水産研究・教育機構 2017、「No.61 サケ（シ

ロザケ）日本系」も参照のこと ））、一定の成果をあげてき

た。しかし、2000 年代以降は、気候変動に伴う海洋環境の変

化の影響等を受け、資源の減少が著しい。そのため、ふ化放流

技術の開発が精力的に行われており（例えば、さけ・ます等栽

培対象資源対策共同研究機関さけ・ます不漁対策事業グループ 

2023）、サケでは、現在の環境に見合った適期・適サイズ放流

の見直しが行われ（高橋 2010、安達・石田 2022）、適期内に

放流された稚魚は大型である方が回帰率が高いことが示され

ている（高橋 2010）。しかしながら、いずれも現況を好転さ

せるような成果にはつながっていない。一方、実際の資源の内

訳を見ると、サクラマスやカラフトマスでは資源の大部分が自

然再生産由来の魚（いわゆる野生魚）であり、サケにおいても

資源の 3 割ほどは野生魚であることが明らかになっている

（Morita 2014）。野生魚は、変動する自然環境に適応するこ

とで資源を安定化させていることを示唆する研究成果が示さ

れてきたことから、2010 年代頃から放流魚と野生魚の両方を
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活用する包括的資源管理が推奨されるようになった（大熊ほか 

2016、森田 2020）。さらに、資源管理における野生魚の重要

性を論じた研究成果は近年、マスメディアでもさかんに紹介さ

れ（例えば、NHK 2019、2023、朝日新聞 2022、2024、東京

新聞 2023、読売新聞 2023a、2023b）、野生魚についても重

視する世論は醸成されつつあるといえるだろう。しかしながら、

資源管理における野生魚の有効利用については現時点では検

討、対応が不十分というのが実情である。 
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